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１．まちづくりの目標 

まちづくりの目標は、八幡平市総合計画基本構想に示されている市の将来像や基本

目標を踏まえつつ、市民意識調査、住民意向調査、ワークショップ、風土イメージ調

査を生かし、以下のように設定する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔市民意識調査〕 
安心して暮らせる人にやさしいまちづくり、産業

振興による活力あるまちづくり、交通ネットワー

クの充実したまちづくりが求められている。 

人の交流 

生活環境 

自然環境 

人が集まる 
   まちづくり 

快適な生活 
   環境づくり 

自然に包まれた 
   まちづくり

まちの中であらゆる世代の人々が互
いに協力しあいながら活躍できる場
や機会を創造し、町外からも人々が
集い、賑わいを生むまちづくりを目
指す。 

道路や公園などの生活基盤施設や各
種の都市機能が充実し、安全で利便
性のよいまちづくりを目指す。 

八幡平市を特徴づける豊かな自然資
源の保全と、まちづくりの中での有
効活用により、自然と共生するまち
づくりを目指す。

楽しく集える自然に包まれた快適環境づくり 
まちづくりの目標 

八幡平市総合計画基本構想 

「農
みのり

と輝
ひかり

の大地」 

―岩手山・八幡平・安比高原の恵みに満ちた、交流新拠点をめざして― 

＜基本目標＞ 

「自然と共生する、快適な住環境のまちづくり」 

〔風土イメージ調査〕 
日常生活や地域に根づいた「祭り」

「田植え」などのイメージが強く、

自然と居住地域を生活の場として一

体的に捉える傾向にあることから、

自然環境の保全と都市環境の調和を

図ったまちづくりが求められてい

る。 

〔ワークショップ〕 
将来のまちのイメージは、「自然・

快適・健康のあるまち」「魚の住む

自然の渓流のある町」「ふれあいの

町」となっており、自然や生活の場

などの快適性、人と人とのふれあい、

人と自然とのふれあいがまちづくり

に求められている。 

〔住民意向調査〕 
人々の交流、ふれあいや自然環境、生活環境に関

する意見が多く、良好な居住環境や生活環境の創

出を目指したまちづくりが求められている。 
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２．将来都市像 

まちづくりの目標を達成するため、目指すべき将来都市像を以下のように設定する。 

 

  図 将来都市像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来都市像を実現するための基本的な方針を、次頁以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然環境と都市環境が調和するまち 

交通ネットワークが充実した賑わいのあるま

次世代に対応した産業振興による活力あるま

市街地が機能的に結びついた利便性の高いま

誰もが安心して快適にくらせるまち 

楽
し
く
集
え
る
自
然
に
包
ま
れ
た
快
適
環
境
づ
く
り 

将 来 都 市 像 
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緑豊かな道路（例） 

 

 

環境に配慮した住宅地（例） 

 

 

 

 

 

 

 

周辺環境と調和した道路（例） 

 

農業体験の場 

自
然
環
境
と
都
市
環
境
が 

調
和
す
る
ま
ち 

都市的土地利用を図る地区と保全を図る地区を明確に区分する。 

八幡平市のすばらしい田園風景は、市民にとっての原風景であり、

出来るだけ損なわないようにする。 

市街地に近接する緑地の公園的活用や、農地を農業体験の場とし

て活用する。 

市街地における開発は、周辺部との景観的調和に配慮する。 
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歩行者の安全に配慮した道路（例） 

 

 

 

 

 

 

都市計画道路の整備（例） 

 

 

駅前線の整備（例） 

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
充
実
し
た 

賑
わ
い
の
あ
る
ま
ち 

都市計画道路の整備と市内道路網の充実を図る。 

国道282号（(都)松川平舘駅前線）は、広域的な役割だけでなく住

民の主要生活軸としての役割を持つため、歩行者の安全性に配慮

した整備を行う。 

幹線道路につながる生活道路の充実を図る。 

(都)大更駅前線の整備に合わせた商業地の再編を検討し、魅力あ

る商業地を形成する。 

鉄道駅周辺は、住民生活の拠点として、また、自動車と鉄道の交

通結節点として、駅前広場の整備を行う。 
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ガーデンフェスティバル

道の駅にしね

次
世
代
に
対
応
し
た
産
業
振
興 

に
よ
る
活
力
あ
る
ま
ち 

農業の持つ様々な機能と都市活動との調和を図る。 

盛岡北部工業団地への企業誘致を促進するとともに、周辺の自然

環境に配慮した施設整備を推進する。 

中小規模の工業系施設については、集約化などにより他の用途と

の混在を解消する。 

観光地へのアクセス道路の整備や、わかりやすい案内板などの設

置を検討する。 

駅周辺及び国道282号（バイパスを含む）沿道の商業地などは、商

業地の特性に合わせた施設・環境整備を行い、魅力ある商業地を

形成する。 
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機能の充実した駅周辺（例） 

 

 

 

 

 

 
住宅地(例) 

 

 

 

 
市街地に近接する緑地の公園的利用（例） 

市
街
地
が
機
能
的
に
結
び 

つ
い
た
利
便
性
の
高
い
ま
ち 

市街地の一体性を強化する。 

駅周辺や市役所周辺は、市街地の拠点となる地区であり、機能の

充実を図る。 

住宅地や商業地などの土地利用区分を明確にする。 

市街地に近接する緑地の公園的な利用を検討する。 
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歩行者空間の確保（例） 

小広場の確保（例） 

 

 

 

 

 

 
バリアフリー化された施設や道路（例） 

幹線道路の整備により住宅地などへの通過交通を排除し、安全、

快適な生活環境を創出する。 

主要道路は歩車道の分離を基本とし、安全な歩行者空間の確保を

進める。 

高齢者や障害者も安全、快適に生活ができるよう、歩道の段差の

解消や公共施設や駅などでのスロープの設置など、ユニバーサル

デザインに配慮したまちづくりを積極的に進める。 

道路整備や小広場・小公園の確保、施設緑化、不燃化などを促進

し、防災面に優れたまちを創出する。 

誰
も
が
安
心
し
て
快
適
に
く
ら
せ
る
ま
ち 
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３．将来フレームの設定 

 １）人口フレーム 

八幡平市総合計画では、平成27年における目標人口を31,000人としている。 

また、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成20年

12月推計）によれば、平成27年の市の総人口は27,872人とされている。 

しかし、市総合計画との整合を図るとともに、最新の人口推計をも考慮することとし

て、将来総人口は総合計画の計画期間ある平成27年は、総合計画における目標人口とし、

平成32年は上記推計の平成27年地(27,872)と総合計画における平成27年目標人口

(31,000)との差分により補正した29,000人と設定する。 

都市計画区域人口、用途地域人口は、それぞれ総人口、都市計画区域人口に対する割

合を推計し、それをもとに設定する。 

表 将来人口フレーム                                    単位：人 
区分 

年度 総人口 都市計画区域 用途地域 

平成17年 31,079 12,801 5,744 

平成22年※ 31,040 12,780 5,740 

平成27年 31,000 12,770 5,730 

平成32年 29,000 11,940 5,360 

※ 平成22年国勢調査の人口速報値は28,690人と公表されたが、上位計画である市総合計画との整

合を図るため、総合計画の数値とする。 
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 ２）土地利用フレーム 

都市計画における土地利用計画は、安定的な拡大成長がもはや見込まれない現在の

社会経済情勢においてもなお、人口・経済活動指標をベースとした原単位方式のフレ

ーム論に基づくものである。そこで、人口、製造品出荷額、商品販売額等の基本指標

が減少傾向にあり、かつ現行用途地域内に少なからず未利用地を抱える本市では、今

後の新たな都市的土地需要の創出と計画的な市街地の拡大は困難と考えられる。 

一方で今後は、効率的な土地利用により適切な規模にまとまったコンパクトな市街

地の形成を図ることが求められており、用途地域決定以降土地利用が進まない箇所に

ついては用途地域除外や地区計画による市街化の誘導等の検討を行い、白地地域にお

いて市街化の動向が予想される地区については特定用途制限地域による規制の検討を

行っていく。 

このことを基本に、平成32年の将来用途地域面積は、現行用途地域に幹線道路沿道

等の白地地域において現に都市的土地利用が行われている範囲を加えた程度であると

して、土地利用フレームは設定しないものとする。 

なお、土地利用フレームの設定は行わないが、土地利用の動向や熟度を注視しなが

ら、緊急性・必要性・確実性が高いと判断される土地利用転換については適宜対応し

ていくこととする。 

表 土地利用フレーム               （単位：ha） 

区分 

年度 
用途地域面積 

 

工業系 商業系 住居系 

平成22年（現況） 324.0 85.1 48.8 190.1 

 


